
	 書 評

153『アジア経済』LⅣ�2（2013.6）

本書は20世紀前半の台湾における電力産業の形成

と展開を論じている。NIEsの一員へと続く台湾の

経済成長，いわゆる台湾ミラクルを追究した研究書

のひとつに位置づけられよう。近年の台湾史研究で

は電源開発が戦時・戦後の台湾工業化の推進力と見

なされており，大規模な発送電設備が建設された過

程を明らかにすることが，台湾電力産業史を研究す

る重要な課題として設定されている。

日本植民地期の電源開発を台湾工業化のキーポイ

ントとして論じたのは張［1980］だったが，この張

宗漢の1950年代の研究が著作として世に出るまでに

は長い年月が費やされた（注１）。張は，日本側の台湾

開発を行う動機と意図は台湾の経済的向上ではな

く，宗主国の事情に左右されたものであると主張し

た。ただし，張は戦時期の隆盛に台湾の潜在能力を

見出し，植民地期の遺産は戦後復興に有用であると

指摘していた。この点が，戦後の工業化の起源を日

本植民地期のインフラ整備に求める研究群に引き継

がれていった。

そ し て 2000 年 以 降 に は， 北 波［2003］， 呉

［2005］，林［2011］，というそれぞれ博士論文をも

とにした力作の出版が続いた。以上の三者の先行研

究は，民主化のなかで台湾規模のナショナルヒスト

リーを構築せんとする研究潮流と軌を一にしたもの

である。

ただし，張宗漢から台湾民主化後の諸研究に移行

する段階で，戦前と戦後の電力事業を連続して捉え

る思考は継承されたが，宗主国による強固な推進力

を想定した植民地開発像には異議が唱えられるよう

になった。特に北波［2003］は，「戦前の台湾に近

代工業が根付くためには『上からの開発』だけでは

なく，それを支える条件すなわち『下からの発展』

が必要であったと考える」と述べ［北波 2003, 20］，

政府主導の「上からの開発」の好例として考えられ

ていた台湾の電力事業と工業化は，中小零細企業の

電化など「下からの発展」によって支えられていた

と主張した。

本書の著者，湊照宏のかつての論稿［湊 2001］

でも，日月潭発電所建設事業（1919～34年）を事例

に取り，電源開発における国策南進イデオロギーの

決定的作用を否定した。そして，この事業は「基本

的には両大戦間期の日本経済の展開に規定され，そ

の帰結は政策と資本市場及び電力市場の交錯がもた

らしたものといえよう」と述べた。事例として取り

上げた日月潭発電所は台湾の工業化の起点として象

徴的に語られてきたプロジェクトであり，先述の張

宗漢はこの建設事業を南進基地化の準備段階と見な

していた。そしてこれが，本書のもととなった著者

の最初の既発表論文である。本書は著者の博士論文

を加筆修正したものであるが，著者の電力産業以外

の研究論文は収録せず，ほぼ書き下ろしで構成され

た力作である。

本書の構成は以下のとおりである。

序　章　課題と視角

第１章　�第一次大戦期における電力市場と大容量

水力開発計画

第２章　�1920年代後半における大容量水力開発計

画と資金調達

第３章　�1930年代前半における電力多消費型産業

の勃興

第４章　1930年代後半における電力産業の展開

第５章　�1940年代前半における電力産業と電力多

消費型産業

第６章　戦後復興期における電力市場の再編成

終　章　不均整成長と資本市場

第１章は電力開発の草創期である1900年代から20

年代前半を扱っているが，第２章以降は５～６年の

タームで時系列になっている。第１章から第３章ま

では，湊［2001］の内容を拡充させたものである。

湊［2001］より格段に資料の裏づけが強化されたも

のの，「資本市場と電力市場の交錯」が電源開発に

どのように影響したかを分析するという基本的な方

法論は変わっていない。しかし，本書においてはア
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メリカ資本の影響に関する記述が大幅に加筆されて

いる。

日月潭発電所建設事業は，台湾電力株式会社（以

下，台湾電力と略す）という半官半民企業が担っ

た。1919年台湾電力設立と同時に日月潭発電所は着

工したが，紆余曲折を経て26年に事業打ち切りと

なった。その後，1929年３月に工事再開の建設資金

として政府保証付・台湾電力外債を発行する案が帝

国議会で可決された。しかし，政権交代後の同年８

月に総督府は工事進行の見合わせを命じた。この命

令がようやく1930年10月に解除されると，日本政府

はアメリカのモルガン商会に台湾電力外債の引き受

けを依頼した。

この間の経緯については先行研究である程度明ら

かにされていた。だが，1930年11月にモルガン商会

と折衝を開始してから，31年６月に実際にニュー

ヨーク市場に売り出されるまでの交渉の内容はほと

んど明らかにされていなかった。

しかし，本書が提示した新資料によって，日月潭

工事の再開計画案はモルガン商会に外債発行の引き

受けを求めた際，先方から経済的合理性が欠如して

いると判断されたことが明らかにされた。モルガン

商会は電力需要増加見込みに関し，1930年時点で

３万2000キロワットしか電力が供給されていない台

湾で，10万キロワットの水力発電所を建設するのは

あまりにも急激な拡張であると疑念を抱いていた。

日本側が再三説明した電力消費計画は完成後10年間

の消費量を基礎としていたが，そのような計画はア

メリカでは「異例」であり「諒解困難」だと突き返

された（85～87ページ）。それでも，最終的にモル

ガン商会は外債の引き受けを承諾した。本書はその

要因として，台湾電力外債発行は井上準之助蔵相の

外貨獲得政策の一環であり，モルガン商会ラモント

は井上への信用と支持から外債引き受けを行ったと

主張した。要するに「政治的要因」だと分析してい

る。

第４章では，軍需関連の電力多消費型産業が台湾

電力から電力を購入せず自家発電で台湾参入を成し

遂げ，総督府もそれを支持していく過程を取り扱っ

た。第５章では台湾電力が海軍の航空燃料製造に電

力を提供するにあたり，電力料金の設定で海軍と意

見の齟齬をきたし，総督府が仲裁したことを明らか

にした。この２つの事例は，国家権力側が台湾電力

の収益を圧迫する行為を行い，それに台湾電力側も

異議を唱えていたこと，軍産の関係が一枚岩でな

かったことを指し示すものである。

第６章は，戦後の公営企業の独占体制の消極的評

価を見直すべく設定された章であるが，これについ

ては評者の専門の域を超えているので割愛する。各

章のより詳しい内容については他の評者による書評

を参照されたい（注２）。

以上のように，本書は資本市場に関しては安易に

民族資本を過大評価せず，日本資本，アメリカ資本

の重要性に言及している。加えて，電力消費産業と

して重化学工業を分析対象としたことで，日本「内

地」のみならず，満洲，朝鮮やドイツ（第３章），

中国・上海（第６章）との貿易が考察対象となり，

軍需産業以外では台湾規模で完結しがちな電力需要

の議論に複眼的視野をもたらした。資料面に関して

は「台湾電力資料」は著者本人が古書店で発見し，

東京大学が購入して同大学経済学資料室に所蔵され

たものであり，本書で初めて研究に利用された［湊 

2011］。

次に，本論の内容紹介の後になってしまったが，

序論と終章の論述について北波［2003］に言及しな

がら述べたい。というのも，北波［2003］と本書の

視点の相違は台湾電力研究の分水嶺と考えるからで

ある。

まず本書の序章冒頭で，なぜ1950年代台湾経済が

輸入代替工業化を実現したのかという問題提起がな

される。そして，同じく植民地期と戦後を接続させ

て電源開発と工業化の因果関係を探求した北波

［2003］に対し，政策主導説を批判したことを評価

したうえで，２つの立場から異論を唱えている。そ

のうちひとつは，戦後の公営企業の評価に対するも

ので，本書の第６章で扱われた内容である（注３）。も

うひとつは，工業化をなしえたのは「上からの開発

と下からの発展」の相互作用であるという主張に対

する異論である。以下，後者について考察する。

本書は，北波［2003］の「下からの発展」の根拠

は「台湾人資本によって籾摺・精米業が発展してい

た」ことであり，軽工業を中心とした「下からの発

展」を重視していると説明したうえで，自身は「農

業余剰からの投資が比較的容易である軽工業」より

も重化学工業の勃興の契機を重視すると述べた（11
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ページ）。また別の個所では，「下からの発展」は台

湾内における「資本蓄積」を指しているといい，そ

の質的意義は認めるが量的には台湾外からの投資が

決定的であったと主張した（６ページ）。そして，

電源開発の命運を握った第３の論点として「資本市

場論の必要性」を説いた。このように，序章では北

波［2003］の先行研究を強く意識して問題提起と方

法論の選択がなされている。

しかし，北波［2003］の本来の議論と本書の主張

は，本書が批判するほど異なるものではない。評者

の考えでは，北波［2003］の「下からの発展」と

は，日本植民地期の分析においては次の２点を指し

ている。１点めは台湾の現地法人や個人が台湾電力

の株式を購入していたことである［北波2003, 27-

28］。２点めは日月潭工事再開計画案の根拠のひと

つとされた電力消費の自然増である。特に籾摺・精

米業が，日本資本が最後まで参入できなかった台湾

民族資本の強固な部分でありながら，他業種に先駆

けて電動機を導入したことに注目している［北波

2003, 40-41］。

前者の株式購入に関しては，外債発行に踏み切ら

ざるを得ない状況を生み出したことからも，量的意

義や事業推進の決定的作用を見出しがたいという本

書の異論にある程度同意できる。だが，これは総督

府が広範に株主を募りプロジェクトの公共性をア

ピールしたという質的意義として，北波［2003］は

評価している。では，後者の電力消費の自然増の問

題についてはどうであろうか。

本書はアメリカ・モルガン商会が日月潭発電所事

業の電力消費計画を否定的にみていたことを明らか

にした。だが，本書の終章ではモルガン商会の反応

は例外であり，「北波が『下からの発展』とした電

力需要の確実な増加が，自然増加分のみでの（日月

潭工事再開）資金償還・電力消費計画の作成を可能

にしたのである」（220ページ）と述べている。つま

り本書は，籾摺・精米業の「発展」，すなわち該産

業の電化の意義を認めているといえる。

それでは，本書は一体何を問題としたのであろう

か。ここでもう少し本書の電力需要に対する視座を

考察したい。湊［2001］の研究成果は，事業の紆余

曲折のなかで多様なアクターが電源開発に参与し，

一進一退を繰り返しながら電力産業と電力市場が形

成されたことを明らかにするものであった。同時

に，電力市場と資本市場の交錯が電源開発の展開を

規定することが示唆されていた。だがそれが本書の

なかでは「電源開発に要する資金の資本市場からの

調達の可否は，電源開発を担う台湾電力の収益性や

資金償還計画に対する資本市場の評価が規定してい

た」（12ページ）と述べられ，資本市場の評価が議

論の中心となり，一方の電力市場の動向は資本市場

の評価内容の一部として説明されている。

他方，北波［2003］は「電力という近代工業イン

フラの建設は，開発資金のみならず，需要の多寡に

よっても規定される」と述べており［北波 2003, 

173］，電力需要の問題と資金問題が並立していたこ

とを示している。これは電源開発が植民地権力によ

る「上からの開発」でもあったことと関係してい

る。北波［2003］は日月潭工事の再開が政治的駆け

引きの道具に利用され，政権交代と総督の更迭に

よって再開事業計画が練りなおされていたことに言

及している［北波 2003, 36］。すなわち，資本市場

が評価を下す前段階として，政府と帝国議会が事業

推進の可否を決定しており，それには将来的な電力

市場の成長が重視されていたという考えである。

しかし，本書はこのような「上からの開発」に内

包されていた植民地の制約を軽視し，さらには「下

からの発展」の意義も資本市場の評価の一項目とし

てしか捉えていない。北波［2003］の「下からの発

展」に対する本書の異論は，先行研究との差異化を

見せる試みと見なすこともできるが，著者の植民地

に対する視座に疑問を感じずにはいられない。

とはいえ，第４章や第５章で行われた日月潭発電

所完成後の重化学工業に対する分析は，北波

［2003］の研究では手薄となっていた部分であっ

た。この点においては，本書の異論に価値を見出す

ことができよう。

ここで再び日月潭工事再開時の電力消費計画に言

及して評者の立場を述べたい。

電力消費計画の甘さを糾弾したのは，アメリカ・

モルガン商会ばかりではない。もっとも痛烈であっ

たのは1929年２月25日の第56回貴族院予算委員会で

の元総督府高官（川崎卓吉，上山満之進）による批

判であった。その日の帝国議会速記録によれば，川

崎卓吉は次のような意見を述べた。年間約3000キロ
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ワットの電力需要の自然増だけなら2000万円で１万

キロワットの火力発電所を建設すれば済み，化学肥

料工業の誘致は台湾では電力コストが高すぎて見込

みがない。それでも10万キロワットの発電容量を有

する日月潭発電所を，5000万円の工事再開費用をか

けてまで建設する必要があるのかと糾弾した。

北波［2003］が依拠したのは上記の議会資料では

なかったが，同時期の政治的空間での批判を受けた

ことで，日月潭工事再開計画の精度が高められたと

主張した。だが今回発掘された資料によって，1931

年になってもモルガン商会から経済的合理性が欠如

していると判断されていたことがわかった。この点

を本書が深く追求しなかったのは既述のとおりであ

る。

しかし要するに電力消費計画の甘さへの批判は，

政治的要因によって時に無視され時に強調される流

動的なものであり，資本市場もたとえ台湾電力の収

益性や事業計画の確実性に疑念があったとしても，

政治的要因によって目をつむっていたのではないだ

ろうか。そして，その政治的要因とは本書が示した

ような経済政策だけではないだろう。

たとえば，趙［2006］では，総督府官僚の派閥や

党派性が台湾電力の重役人事を決定したとする。評

者は，この台湾電力の人事の党派性が，電源開発事

業計画が見直しを繰り返し迫られた要因となった一

方で，1929年春の外債発行案提出の準備段階と30年

秋の工事見合わせ令解除に際しては，事業再開へ有

利に働いたとみている。

経済史からアプローチを行っている著者に，政治

的文脈を読み取ることを要求するのはないものねだ

りであるのかもしれない。ただ本書の問題点は，植

民地性というものを捨象して議論を組み立てている

ところにある。植民地台湾という空間は矛盾に満ち

ている。政治的，経済的，社会的背景を一通り咀嚼

したうえで本国との違いを見極めねば，紆余曲折を

たどった台湾電源開発の実相を描き出すことは難し

い。

しかしながら，本書が多量の一次資料を盛り込ん

だ，質の高い研究書であることは疑いない。さらに

出版から２年足らずの間にすでに書評が４誌の学術

誌に取り上げられていることからもわかるように，

台湾電力産業史に留まらず経済史，台湾史の領域に

おいて大いに評価されている。かつ，この２つの研

究領域のみならず，より広範な歴史研究や，昨今の

エネルギー問題に関心がある人々にとっても参考と

なるべき一冊である。

（注１）台湾工業化と電源開発をリンクさせた研究

としては，他に台湾銀行経済研究室［1952］や，小林

［1973］が挙げられる。

（注２）他の書評には，加藤［2011］，谷ヶ城［2012］，

森［2012］，北波［2012］がある。

（注３）これについて加藤［2011］，森［2012］は違

和感を指摘している。本書は1951年時点では米肥バー

ター制は不等価交換ではなく，台湾産肥料も製糖会社

に配布されただけで一般農家に配布された肥料は輸入

品だったことから，当時は収奪的な構造ではなかった

のだと主張した。だが北波［2003］は1965年までのア

メリカ援助に対する詳細な分析をしたうえで，国民党

政府による収奪構造が形成されたと論じた。よって，

北波［2003］を批判するには戦後の分析が不十分では

ないかと指摘されている。
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